
、 ン ンポジ ゥ ム 

インスティテューショナル 技術経営学の COE 拠点形成 

渡辺 千個 ( 東京工業大学大学院社会理工学研究科教授， 2 1 世紀 COE 研究拠点リーダ 一 ) 

日本経済の再生は、 世界経済の活性化に 不可欠であ り、 両者の好循環の 構築が不可欠であ る。 その 

ト リガ 一は 技術経営の再生にあ り、 それは、 「技術の創造から 事業化までのイノベーション 創出サイク 

かめ 活性化は、 ①国家戦略・ 社会制度、 ②企業レベルでの 組織文化、 ③時代背景といった 3 つの次元で 

象られるインスティテューションとの 共 進のダイナミズムに 大きく依存する」との 認識を基本とする。 

両者がうまく 適合すれば、 イノベーションも 進み、 同時にインステイテューションも 進化発展し、 両 

者の共進的発展の 好循環が図られる。 日本型技術経営のシステムは、 本来的にこの 面の卓越した 機能 

を内包 し 、 世界的モデルと 注目されてきた。 それが、 20 世紀末に、 反面教師に急転したのは、 時代背 

景が 情報化社会、 成熟経済にシフトしている 中で、 国家戦略・社会制度や、 企業の組織文化の 方は、 工 

業化社会、 成長経済時の 成功の ，ぼ   性に流され、 共進的ダイナミズムに 粗糖を来たしたことによる。 

本拠点は、 以上の認識をべ ー スに、 この 共 進のダイナミズムを、 解明し、 可視化・操作化し、 イン 

ステイテューションの 異なる国でも 適用可能な世界価値に 昇華する新たな 革新的な学術分野を 構築す 

ることをねらいとする。 このため、 来年度設置予定の MOT 大学院 ( イノベーションマネージメント 研 

究 か科 ) との連携の下、 それを受け皿とする 研究センターとして、 「インスティテューショナル 技術 経 

習学」への革新を 図る拠点を形成するものであ る。 

このような着想は、 理工学分野の COE を自負する東工大にあ って、 自然科学と社会科学とを 融合さ 

せた社会理工学研究科を 軸とする全学あ げての学際的取り 組みにより初めて 可能となったものであ る。 

中でも、 経営工学専攻の、 開発・生産面を 軸としたオペレーションレベルから、 順次、 技術経済シス 

テム講座 (1992-) の戦略・戦術レベル や 、 技術構造分析講座 (1996-) の歴史的 傭 倣の視点も内包しつ 

つ、 びゾニァ ルグ知的財産講座 (2002 りの知的財産管理をも 包摂し、 開発・生産・ 流通・消費・ 廃棄の 

サイクルの総合価値を 工学的・システム 的に研究・教育する 58 年の累積努力に 負 う 。 世界的に見ても、 

理工学分野の 研究・教育を 基盤に、 下図に示す、 戦略・戦術、 オペレーション、 歴史的 傭敢 という イ 

ンステイテューションの 3 軸に沿った 3 視点に立脚して、 先の野心的命題に 取り組む学術的研究・ 教 

育は本拠点をもって 晴夫とする。 

テーマ毛抜 縄ィ / イうョン 牽引力を決める 市犠 - 技徹 相互作用 劫ニ ス丁 

戦略・戦術レベル のソ スラム分析 [ ゑ辺 チ タ @ ． 9 窩 スミ子， 轍佐 B ム ．灰野れ 后 ， 夫 田安 旬 

テーマ 2: 日本型 技衛がへ ・ り牡 創出 サ村ルの 体系化 

技術イノベーション 創出サイウル 

Zo. 日本型インスティテューション 
における技術の 事業七戦略 
[ ㍽田井 一 ． 療 欣司． せ 好克 括 、 お / ㍽ 什旬 

      リ - タ，一 

テーマ 3: 技術イノベーション と 共進しうる社会的インスティテューションの     サ フリーダー 

歴史的示唆抽出 林 馬衣 招 ． ぬ灯肪 ． @ef ぬ期 
      企画・運営バループ 

一 294 一 



 
 

    インスティテューショナル 技術経営学 (SIMOT) の構図 
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(1  ) インスティテューション 一越 斎祇硅 の 荻底 

DouSl ㏄ sNoo 研け W  牢 ノーベ ノムぬ 洋生 卸 の 髭緩 

                                                                                                                        打 @ ソロク・ em ロ ゴ eu ヴ 

弓 Ⅰ 7% 「 malcons か "l" ぬ侮 ・ g.rvles,lows,const7tutlons),i 研 orm,alc ㎝， か a@m ね化 ・ g.no,ms 

ofbe 力 novlo 「 , co"v,n ガ wns, se 任 imposed codes ofco れ d",0. and t 巧 lef 「 en が o,.,,m,,,f 

c 乃口ぬ clens れ cs. TOo 臼 et 乃 ler t 力互アイ毛バ me t 乃 le l れ cen ね   ve s か Ⅱ clure ダ socletles 0 れ ィ 

spec が cal か econ7omles(Noorth, i タタ ). 

技統 経営タステム 磁磁緩 

「国家戦略， ネ上 会制度」、 「企業レベルでの 組織，風土」、 「時代背景」等 イ / 

べ一ションを 生み出す下土壌 ] 
    

(2) 技術経営 (MOT: 矛抑 g,m 何 ザル。 ㎞。 ん鯛 
イノベーション 幻出サイウル 

①技術の創造から 事業化までのイノベーション 創出サイクルの 経営 
技 侍 + 知サ + 車乗 

②「イノベーション 創出サイウル」は 、 「インスティテューション」との 
創造～ 苦積 ・ 保硅 ・ 辞伍 ～ 活 m 

共進 (c 乃飴 9 肋 gt ㎎ ether) のダイナミズムに 大きく依存。 

( イノベーションのみならず「インスティテューション」の 方も進化 ) 

  

(3) インスティテューショナル 技術経営学のコンセプト 

インスティテューション ( 土壌 ) に蒔かれた「 技 緬の種」 + 技街雙営 ( 栄養組成 ) 

技術経営がインスティテューションに 

    
不適合 適合 

ル Ⅴ @ 
技 桁の芽 は 枯死 芽は育ち 笘茂 ，同時に土壌も 改良，珪化 

づ笘 茂を加速 ( 共 進的発展の弛祈 坤 )   

氾 イノベーション 

月 インスティテューション 
ズソ は、 技術経営の関数 

インスティテ ス 
" 宇ァプ 。 1 チ                                                                                                                                                                                                 
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2. 共進 ダイナミズム 一 タステムマッテ ，タステム ヒ ソチ 

2 Ⅱ 日米逆転 

(l) GDP 成長要因 

げ二 F( Ⅹ ， T) V:GDP; 弟 労働㈲．資本 ( の     r     技術ストック ( Ⅰ ) 

                    些 ， 桜   旦 二三ムⅠ 隼 R ( 研究開発投資 ) 

竿，え ， ( 援引竿， ( 緩劣苧 " え ， ( 綴り竿， 券二 
(2) 

rFFP 成長率 TFFP 成長率 ( 技術進歩 ) 

(2)  丁 Ⅰ p の 負蓋 江北 

①労働の高輪化、 低成長下での 資本の老朽化のもとで、 産 柴の競争力は 畢克 、 全要素生産性 0 冊 ) 上昇 串に 依存。 

②しかるに、 80 年代に圧倒的優位を 結った日本の 全要素生産性上昇率は、 90 年代に急 汝 ( 表 7, 蛇 ・ 7) 。 

表 ] 日米の GDP 成長 宰と TFP 成長 宰 の 貢 祇の推移 - 年率 % 

] ㏄ 0 - ]973 ]975 - ]985 1 ㏄ 5 - 19 的 「㏄ 0  - 「 995  1995  - 200] 

日 本 9. Ⅰ く 6.2) 2.2(1.4 Ⅰ 3.4(2.8) 2.0  (-0.3) 1.8(0 ・ 2) 

米国 3.8(1.5) 3.4( Ⅰ・ 0) 3.2(0 ・ 9) 2.4  (0.9) 3.9@ ・ 5) 

a. GDP 成長率 ( FP 成長率 ) 
資料     1960-1973 ． OECD Economics                           

1975-2001                                                                   

(3) 技術の限界生産性の 激減 

① TFP 成長率は技術の 眼界生産性と 研究開発強度の 積 : 

全要素生産屋上昇率コ 友 侮 の 娘界 生産屋 / ノ / 銭 Ⅹ研究開発強度 什り 

②日本の研究開発強度は 世界無高レベル ( インプ・ 牙 大田 / 舷 -2) 。 

③格段に低い 技術の眼界生産性 (80 年代の A. ソプ から 90 年代 仁は珪侮 レベル 仁洸友 ・・化九の。 
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臼 2-l. 日米の丁甲皮五車の 推移 / ば ㏄ セ卯り                   。 " 。 。 " 。 " 強度                                                                   
推移け 鍍 5-z ㏄ ね Ⅰ / ゥ括 @ ル Ⅰ ノ ． 

a. 技術の限界生産性 == TFP 成長率 l 研究開発強度 

s 。 Ⅰ㏄・ Whit 。 P ゆ Ⅰ ィ 。 nJ れ p れ且 'SS 。 i ㏄ @C Ⅰ 笘 ld   
T Ⅰ C@ 甘 ' 。 10 ぢ y(a@ 甘 @uall3' 。 。 ')   "'"[ 。 '" ぴ ' 。 。 J"p 皿 ""' 。 i 。 " 。 。 ㎝ d 

T 。 。 ㎞ 0l ㎎ y( 皿 。 "al ト sues)   
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(4) 技術の限界生産性激減の 構造的背景 

技術の限界生産性の 激減は 、 

①工業化社会で 培った製造技術が 脩報 化社会とシステム ヒソ チをきたしていること、 

②工業化社会のビジネスモデルに 執着する結果、 成長 軌逆 の 遼択 ミスに陥っていること   に起因。 

1) 情報化社会とのシステム ヒ   ソチ 

(@) 式は、 情報化社会への 適応性も加味して (3) 式のように展開される。 

㎞Ⅱ = メ + ㏄㎞ム + タ田 K,+ れ㎞ T+Y.D, ㎞ r (3) 
  

D, ニ リー 1 + of 一ち ー   (4)  そ 一み 詣偕 佳言 票早榛姦 芳甘圭へのパラダイムソフト ヘ 

1+ り       

@ 脩報 (k@ 会への 転扶朋 ．こ周郎 始時古 ． 4 % 妊ぺ - ス 
l 45 

表 2  日米製造技術の GDP への文献 軌 造の比較 (1975-l999) 1 35   
  

      72 タイ 斤 D げ も llS 

Ⅰ 990 
日本 0 (5.77)  ・ 586  0-370  (3. ㏄ )  0.367  (3.39)  -0. (-4.08) 曲 0.995  1.42                 米国 

米田 0 ． 067 0.3]2 0.357 0.m3 0 ． 990 ].l7 085 
(6.87) (7.36) ( Ⅰ 0.3l) ( Ⅰ． 65 Ⅰ 075 日 本 

065 

y,ttfl@ キ "" 。 " 。 バ " 。 """" 。 " 。 技 """" 
  図 l9751977l979  3.  興 逆柱桁の限界生産性の 19811983  198519871989l9911993  推称 (1975-1999) 1995  悦 71999 

米製造 采 技術の情報化社会へのシステムマッチ． 日 同システム ヒ ・ソチ - 指数， lWo Ⅰ 1   
  

柑報 化社会へのシフトに 対する 援造技桁の システム ヒソ チ 

技術の限界生産性の 減少がシステム ヒ 、 ソチの結果によるものであ ることを実証～技術の 限界生産性関数     

弗ィ @PT-F けく 冗 D め (5) 

2 次項までテーラー 展開     

肪 八冊 r 二 H+ 免肪 Ⅱ + め施 r+ ろ伍 Dx+ 円 肪げ肪 r 十 A 肪 Ⅱ 施 Dx+ 円 加 r 肪 Dx (6) 

「製造技術の 限界生産性の 情報化へのシフト 弾性位山 

8 Ⅲ 筋 正二 は 3+ 戸 2 ㎞Ⅱ + タ 3 ㎞ r 十ク IP+ 戸 2P ㎞ D, 十タ IP ㎞ r (7) 

P  三 2J?ln7,  弘二 く + ち Ⅰ し三 ち 
(8) 

米国が 1990 年代以降この 弾性 値 に弾み ( システムマッチ ) がついているのに 対し   日本は減少傾向 ( ヒッ チ ) 。 

表 3 % 造技桁 の眼界生産性支配要因の 日米比較 
米国 

け 980-1 タ 9p9 り 
口上 * 

目色ヱ 目 

                                  DW 

日本 2430 0517 0249 -0129 0.064   0 ． 101 09 ㏄ 090     日本 

(2.68) (052) (1 88) (-1 56) (1.81) (-348) 

米国 1550 (526) (-1・ 0 の 2 024 Ⅰ -0082・ 09 ㏄ 1  38 l ㏄ D 
1990 1999 

図 4. 里造技 桁の眼界生産 桂 の 廿報化 シフト 弗牲 使の推移 
0  日米比 拙 け 9 ㏄ イ 999 ハ 店 荻 ．Ⅰ 990 年 7 ㏄     
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2) 成長 m 道の選択ミス - 皮長揖 求路繍と 新機構功田路線 

表 4  % 臆舞 済への移行に 対する 窩臣 ．対応の日米比較 

移行の認識 対 応 

日本 素早く認知 従来モデルを 踏襲 " 

米国 認識がスロー b 新モデルに転換 

a l960 年代の高度成長の 成功に執着 ( 組織の憤， @ 生 ) 
b 建国 来 の一貫した発展に 対する慢心・ 常時大国てあ り続けるとの 錯覚 ( 組織の慣・ @ 生 ) 

日 本 米国 
成長追求 路棉 ( ㌶ 成 % をパネに 戊ま ま月 及ノ 新機能創出路線 く矩挽 ぽの功田 を テコ 仁姥 曳を推挽 ノ 

う " Ⅹ & ア ウ " R 

AF -" fv-@l アガー 目 - z ズ リア "" a Ⅹ                                     
      

図 5. 成長 軌逆 の 迂択     

米国における 新 桂能 朝出路線へのスイツ チ : 生産性回をへの 粟覆 努力 

一 80 年代の 一 厘の競争 カ瑚 塘の実積努力 ヵ 。 90 年代初のインターネット 商用 佗争 と共 席 
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図 6. 米国における 生産性回復への 累積努力   
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@  2.2 ハイテク企業の 好対照 

(1) 技術多角化と 収益構造 -% 究 開発投資の寛 構菜仕と攻拮率 

  （寸の柵 0S  Ⅰ (2.15)( 2.70 一 S79.7(HHH 一 1.83)  Ⅰ 一 0.91)2 ( 一 一 4.77) 6.67D ビクター クめ ・ R20.596 
絹目 6 ●キヤノン 

        下車 エ   
上 通           

濤鞘拠 @ のの（   ス 電気   ① 0 ソニー 

千日 0   
三洋電機 眠 "  。 ） "2 

ビクター 
  

0. 85 0. 87 0 ． 89 0 ． 91 0.  93 0 ． 95 

技術多角化度 (TDI:1987-19 Ⅶ )  ② 
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 0
 
）
 

冊
親
臆
採
沖
唾
 月
賦
 l 

(-0.60)@ (3.65) ( 一 2.2 の 

  0 ， ・ S=-0.45 ・ 87.48(/W/-0.6g Ⅰ   -5.32n@_@ad@@@R ， 0.507@@         

  ◆三洋電機 

  ● ヒ   クター   
    

0 ・ 60  0 ・ 65  0 70  0 75  0 80  0 85  0 90  0 ． 95  1.0 。 

技術多角化度 (TDI: 1995.199 の 

図 7. 古京城 柏 17 社の技術多角化と 売上高宮友利益 率 の 相接 ( 単独 ). 

③
 

かつては、 技術多角化は 概して 

売上高営業利益率を 阻害 ( 選択 

と葉中を奨励 ) 。 

最近は、 技術多角化が 売上高営 

業利益率に文献。 

これは、 研究開発投資の 収益率 

への貢献が、 投資の且的増大か 

ら 穏的 深化へと変化したことを 

示唆。 

 
 

(2) 企業規模に応じた 組 俺の慣性 

の 企業規模に応じた 組織の憤性による 技術多角化への 取り組みの違いを、 以下の式を用いて 分析 

㎞ ZD Ⅰ 二 ㏄十月 @n 人 /S 十月 2D(S Ⅱ nR/S 

② 1995-1998 年の間の主要電気磯枕企業 10 社を対象に、 前節で求めた D(S) を用いて各種の E, りの バリエーション 
をもとに相関分析を 実施 

③ Ⅲ c を比較することにより、 最も説明力 め 高いロジスティック・ ヴ Ⅰ 一ス型ダミ 一関数 D(S) の軌道を特定。 

  

㊥
自
生
生
 Q
 遥
里
 

  

  

D(S)=   

1+ Ⅰ "' 。 )'"" 」 H"" 。 ( 「 '("" "'"l 。 

1   " l+g@,"@"" 

1995-1998 

S0:2.7,,S,:5. Ⅰ         0 ・ g. n:0.0005 
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3. 共進 ダイナミズムの 歴史的検証 
1) 日本の経営システムの 共 進的発展サイクル 

① 1980 年代までの日本の 経営システムは、 欧米の先進的な 技術・システムを 積極的に学習し、 

自らのインスティテューションの 中で共進的に 発展 ( 欧米が注十発 番づ 日本が学習・ 発展のサ イケ Ⅱ 

工業化社会     化社会 一 。   " 。 """ 

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 

軒丈Ⅱ 尭穏億   英 r エ学研究仏会 J(5(W 年代 )- 日 r 研究組合 J(196l.)- 来 r 井口研究 法 J(l984)- 日 r 屋宇 迫拐 J(2000 り 

生珪 ・ 品寅 笹茸． 柴 rQCJ(60 年代 )- 日 rToC, Ⅱ T. カンバン @(70,80 年代 )- 来 r メード・イン・アメリカ． 1(i989)- 来 Ⅱ T べ ー スの光広 J(g0 年代 ) 

図 9. 日本の経営システムの 共 進的発展の サ イウル   

②たとえば TQM は、 米国の QC を、 本学経営工学・ 資源化学研究所及 び 東大の工学 陣が 、 産 

業界を巻き込んで 日本のインスティテューションの 中で、 工学的アプローチにより 共 進的に発 

展 させて世界価値へ 昇華。 

③ MOT も、 その発祥は、 1980 年代の米国 ( 日本企業の競争力に 対抗すべく、 当時の米産業界は 梓 術 

経営教育に着目し、 それが 90 年代の競争力回復に 奏功 ) 。 

    2) 学習努力の追跡 
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几は、 学習努力に応じて、 図 10 のように変化。 
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図 10 ．学習係数のま 化     12 
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3) 代表的ハイテク 今案の学習努力 

①日本の代表的電気機械企業の 実証分析 
表 5  日本の代表的電気 機牡 4 社の技術ストックと 技術価格の相関 (,980-200 ， ) 

¥nP 二 nfB ヒ   (a 一タ )+ タ・ 勺 ・ r+P. み 2.t2+ タ・ 6..f, Ⅱ nT 

Ⅵ B  ( し一ノ ) 月 ・ み， タ ・ ぁ， タ ・ み 3 。 q.R2  DW  l980 ， lV,J,l 

松下電器 -9.94 Ⅰ． 45 -0.030@ 0.0008   4.2.10 ・ 6 0.9% 2.8 Ⅰ Ⅰ 的 9 

(-5.6 Ⅰ )  (4.92)  (-5.0 Ⅰ )  (4.66) (-1. Ⅰ :3) 

日 立 -7.47  Ⅰ・ⅠⅠ -0.024  0.0 ㏄ 6 7.9nl0,6 0.997 2.34  2 ㏄。 

(-3.43)  (2.99)  (-2.73)  (3.64) (2. Ⅰ :3) 

キヤノン ・ 7.95  Ⅰ． 47 -0.045 0.00 Ⅰ 9 ・ 3.4" ィ 0,5 0.989 ].98  1 ㏄ 2 

(-3.00)@ (2.31)@ (-2.05)@ (2.62) (-3.37) 

、 ンセープ   1 Ⅰ． 80 2. Ⅰ 5 -0.034  0. ㏄ 10   2.5.10.5 0.989 2.0 Ⅰ ] 第 7 

(-2.53)@ (-2.07)@ (-11.42)@ (10.95) (,2.57) 

②学習係数 ノニー 黒子二く は 一ノ )+P.b,.r 十タ・ b2   t'+B. あ 3.r3 
宙 07-  P)+  タぁ， ・ /+  タみ 2.t2 

③ 4 社の学習係数は 凹型 2 次曲線で推移   ブ 一一一 一 26i が最小時点 ) 13 

⑤ 4 社の学習係数は、 2000 年初頭にかけて 回復 

キヤノン : ]992 以降・シャープ : 同 ]997, 松下官 器 :]999, 日立 :2000 

2.5   
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              キヤノン I.5 
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松下電器             

  
          =1999 
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.
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                                                                  20 ㏄   日立                   
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図 11, 日本の代表的 宅 支援 牡 4 社の学習係数の 推移 け 9B0 Ⅰ 0 卵 ノ   

 
 

 
 

0
 

3
  

 

 
 

 
 



 
 

4. 日本型技術経営システム 位記への構造的うねり 

1) 学習努力の新技能 れ 出への奏功 

昔 旦力 - フ y.(f) Ⅰ K, 。 
動態的普及天井 

K(t) さ K, 
l + と Ⅰ le- Ⅰ f+ 一百モ 1 ノみ           ・ 色巴 1+ ク女Ⅰ " 。 '+P6b+2 み止ィ Ⅱ d ナⅠ。 '   

学習効果 

K(I) Ⅰ K, 
1+ 年 ，キ +[b(b+2b.t)l 孔 。 坤 ， ( 叫く 0 ダ b2>0 に対応 ) 

    ヲ Ⅰ " 
  学昔 効果なしの場合 

    
    A:(,)=                         
  %  Ⅰ "" 4 。 """"-- 

    
ー d  フ Ⅰ ・ ，ノ   

  
  

  
  K( ・ f)= 1+ 孔 e-',' 十 [&( Kt あ ， +  2b,tJl ク l@ew"   ( 丸ノ 0  タ bb2<  0  に対応 ) 

2000 2003 

図 12. 日本の代表的甘気 機牡 の吉旦天井の 軌 造   

表 5. 図 ¥2 より、 日本の電気機械 4 社は、 2000 年初頭にかけて 次の好循環黍道への 回復兆候が検証。 

十 九 ヰ FDD  十ヰ 下 ヰ 弓手 牛｜ 八十 ｜ " 十一 A  グ 

学昔 努力 新技能 技術の根 界 技綺 進歩 GDP 増大 Ⅰ 5 
奏功 割出増大 生産性増大 増大 

2) 新たな技術革新フェーズへの 脱皮 

  I J Ⅱ   ssl@ Ⅰ 1 ⅠⅠⅠⅠ ec 己 lllprod Ⅱ uChl 。 Ⅱ   
(1) Increasing‥igitalization｛f         a  se ㎝ nleSS   
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(2)@ Advanced@digital@infrastructure 4 C ひ evolu 百 0naI Ⅳ developmentbe 由 een 
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(3) T 血 @elyco Ⅰ (espondenceto 宙 e   
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Ma Ⅱ。 億億 。 Ⅱ ngt 。 。 hnlo10 封 ㏄Ⅰ 兜め ㎎ 鞭鰍 y  く ---------------- 」 

。 於 。 。 穿 。 w Ⅲ orHentedt Ⅱ J 。 。 ' 。 
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図 13. 日本の製造案の 新たな技術革新フェーズへの 脱皮のうねり   
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5.SIMOT の役割 

(1) 日本型 共進 ダイナミズムの 解明と世界価値への 昇華 

① SMOT は 、 「イノベーション 創出サイクル」と「インスティテューション」との 

共 進的ダイナミズムを 、 

ィ ) 解明づ口 ) 可視化，操作化 づハ ) 世界価値に昇華 

本末の日本型技術経営のシステム 

と 遊離   レ 減衰・消滅 

見套萱 技術経営 ヰ 目ホ経済の再生 

  

作ィヒ 
      

  

創出 一 つ 世界経済の活性化 

i
 

好
 
循
環
 

 
 

少なからぬ国の 技術経営システム l7 

(2) 拠点形成計画 

1 ) 革新 桂 

従来の支配的研究教育 本拠点の研究教育 
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2)  時代的意 荻 

①日本経済の 再生は、 世界経済の活性化に 不可欠。 両者の好循環が 不可欠。 その ト リガ 一は 技術経営の再生。 

②日本経済再生への 処方 箕 ・学術基礎・ 研究教育人材を 提供。 同時に、 世界経済再活性化への 重要な知的貢献。 

③日本主導の 学術・経済両面の 稀有な国 捺 文献の地平を 開拓。 Ⅰ 8 
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